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   指定管理者制度に関する和歌山県指針 

平成 16 年 10 月制定 

平成 23 年３月改定 

平成 26 年３月改定 

平成 27 年３月改定 

令 和 ２年 １月改 定 

令 和 ５年 ４月改 定 

１ 目的 

本指針は、地方自治法(昭和22年法律第67号。以下「法」という。)第2 4 4条第１項に

規定する公の施設(以下「施設」という。)の指定管理者(法第2 4 4条の２第３項に規定す

る指定管理者をいう。)による管理(以下「制度」という。)について、基本的な考え方や

標準的な手続を定めることにより、より適切な制度の運用を図り、さらなる県民サービ

スの向上をめざすことを目的とする。 

施設を所管する課室(以下「所管課室」という。)は、制度を運用する際に、本指針を

遵守すべきルールとして活用するとともに、指針が定める事項のうち、個々の施設ごと

に設定することが適当と考えられる事項については、この指針の趣旨を踏まえ、公正性

及び透明性を確保し適正に執行する。 

 

２ 基本的な運用方針 

(１) 制度の導入及び更新(法第2 4 4条の２第３項) 

  ア 制度の導入 

住民サービスの向上及び経費の節減が期待できると判断される場合には、原則と

して、制度を導入する。 

  イ 更新 

既に制度を導入している施設については、その施設ごとに、公的サービスとして

実施する意義、制度導入後の実績及びその効果を踏まえ、所管課室が更新の是非を

検討する。 

【制度の導入・更新】 

 

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・制度を導入してい

る施設 

・県直営施設 

・新たに設置される
施設 

個別法により管理者が県であること
が規定されている施設 

・制度による効果があったか 

（期待できるか） 

 →住民サービスの向上 

 →利用の促進（利用者増） 

 →経費の節減  など 

・指定管理者により適切に管理

できているか（できるか） 

 →適正な管理体制 

 →利用者の安全確保 

 →団体の能力 

（財務、他施設での実績）など 

制度の導入又は

更新 

県直営（一部業務
の民間等への委
託を含む。） 

引き続き、県が直接管理を行う 

Yes 

No 
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(２) 指定管理者の選定方法(法第2 4 4条の２第４項) 

原則として公募による。ただし、公募によりがたい特別の事由があるものについて

は、公募によらず選定できるものとする。 

なお、公募によらず選定する場合は、その理由を明確にしておく。 

(３) 指定管理者の指定にかかる基本的なスケジュール 

  ア 公募の場合 

前々年度

制
度
導
入
・
更
新
の
検
討

条
例
改
正
、
条
例
制
定

(

導
入
の
場
合

)

債
務
負
担
行
為
の
議
決

前年6月議会

募
集

(

公
告

)

・
候
補
者
の
選
定

前年7月～10月

指
定
管
理
者
の
承
認
の
議
決

前年12月議会
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  イ 非公募の場合 
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度
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入
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体
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名
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申
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要
請
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条
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審
査
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の
承
認
の
議
決

 

(４) 指定期間(法第2 4 4条の２第５項) 

施設の設置及び管理条例(法第2 4 4条の２第１項に規定する条例。以下「個別条例」

という。)に定める５年以内の期間で施設ごとに設定する。 

 

３ 指定管理者の選定及び指定 

(１) 個別条例で規定すべき事項(法第2 4 4条の２第３項、第４項及び第９項) 

   指定管理者に管理を行わせることができる旨のほか、次のとおりの内容を規定する。 

ア 指定の手続 

必

須 

( ア) 申請方法  指定管理者としての指定を受けようとする者は、申請

書、事業計画書その他必要な書類(以下「申請書等」とい

う。)を提出しなければならないこと。 

( イ) 選定基準 ａ 事業計画書の内容が、県民の平等な利用を確保するこ

とができるものであること。 

ｂ 事業計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮させ

るものであるとともにその管理に係る経費の縮減を図る

ものであること。 
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ｃ 指定を受けようとするものが、事業計画書に沿った管

理を安定して行う能力を有するものであること。 

( ウ) 指定管理者候補

者選定委員会(以

下「選定委員会」

という。) 

 公募により指定管理者を選定する場合は、選定委員会の

意見を聴くこと。 

( エ) 指定期間  ５年以内 

(オ) 利用料金制  適用の有無 

任

意 

( ア) 募集の方法 

(イ) 指定管理者の取消事由 

(ウ) 指定管理者の公表 

イ 管理の基準 

住民が施設を利用するに当たっての基本的な条件のほか、施設の適正な管理の観点

から必要不可欠である業務運営の基本的事項として次の事項を定める。 

   ( ア) 休館日及び開館時間 

   ( イ) 個人情報の取扱い 

   ( ウ) 利用許可の基準 

   ( エ) 利用制限の要件 

   ( オ) その他必要な事項 

ウ 業務の範囲 

施設の利用の許可まで指定管理者の業務の範囲とするか否かを含め設定する。 

なお、使用料の強制徴収(法第2 3 1条の３)、不服申立てに対する決定(法第2 4 4条

の４)、行政財産の目的外使用許可(法第2 3 8条の４第７項)その他法令により地方公

共団体の長のみが行うことができる権限については、これらを指定管理者に行わせ

ることはできない。 

 ( ２) 債務負担行為の設定(法第2 1 4条、法第2 1 5条) 

指定期間が複数年度に渡り総額で委託料を取り決める場合は、その上限として債務

負担行為を設定する。 

債務負担行為の設定は、公募の場合、公募前（通常６月）の県議会に、公募によら

ない場合は、指定管理者候補者を指定管理者として指定する承認を求める議案(以下

「指定議案」という。)を提出する（通常 12 月）県議会に予算議案と併せて提出する。 

 ( ３) 公募の方法と留意点 

  ア 施設ごとに、申請者に事業計画を提案させ、具体的な審査基準により、当該事業

計画等を点数化する形式で実施する。 

イ 公募にあたっては、次に掲げる事項を含む募集要項を作成する。 

なお、次にかかげる(ス)の作成の際には、あらかじめ選定委員会の意見を聴くもの

とする。 

( ア) 施設の設置目的及び概要 

( イ) 管理の基準 

( ウ) 業務の範囲及びその要求水準 

( エ) 指定管理料の上限額 
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( オ) 経理の方法 

( カ) リスクの分担 

( キ) 失格事項 

(ク) 第三者への委託(以下「再委託」という。)に関する事項 

(ケ) 管理を要する備品等の所有権及び引継ぎに関する事項 

(コ) 法令、条例及び当該条例に基づく規則(以下「法令等」という。)の遵守に関す

る事項 

(サ) 人権研修に関する事項 

(シ) 現在の指定管理者からの引継に関する事項(更新の場合に限る。) 

(ス) 選定にかかる審査基準を構成する審査項目及びその個別点(以下「審査基準等」

という。) 

(セ) 申請に必要な書類 

(ソ) 申請にかかる質問の方法及び当該質問に対する回答方法 

(タ) 申請の方法及び受付期間 

(チ) 施設の特性に応じた指標（ＫＰＩ）の設定に関する事項 

(ツ) サービス向上や管理運営経費の削減に関する事項 

(テ) 危機管理マニュアルの作成に関する事項 

  ウ 公募を行う旨は、県報に登載して公告する。また、ホームページ、広報誌その他 

の広報手段を活用し、できるだけ多くの申請者が得られるよう努める。 

エ 公募を行うにあたっては、説明会を必ず開催するものとする。また、具体的な施

設・設備の現状を把握してもらうため、必要に応じて現地説明会を開催する。（現地

説明会の開催により、説明会に代えることができる。） 

オ 申請者から提出された申請書等は、封をして、申請締切日まで厳重に保管する。 

カ 公募の期間は、募集要項等の配付期間、説明会又は現地説明会、質問受付期間、 

質問への回答に要する日数及び申請者が申請書等の作成に要する時間を十分考慮し 

設定する。 

 (４) 募集要項の作成にあたっての留意点 

ア 施設の設置目的及び概要 

    施設の運営を通して、県民に対してどのような行政サービスを提供し、その向上

を目指しているかを申請者が十分理解することが重要であることから、個別条例上

の設置目的を示すだけでなく、制度の導入により、どのような効果を期待している

のかをできるだけ明確に示す。また、施設の面積、設備その他概要を簡潔に示す。 

  イ 管理の基準 

    施設の営業日時、使用の許可、利用料の減免など、それぞれの施設の実情に応じ

て定められている基準は、できるだけ具体的に示す。 

  ウ 業務の範囲及び要求水準 

    指定管理者が、「必ず行うべき業務（以下「指定管理業務」という。）の範囲及び

その要求水準(法定点検の回数など)」と、「提案に基づいて実現可能な業務（以下「自

主事業」という。）の範囲」を明確に示す。 

    なお、自主事業については、指定管理者の責任により行うものであること、事業

の性質が施設の目的外の利用とみられる場合は別途行政財産の使用許可が必要なこ

と及び指定管理業務の実施を妨げない範囲において実施可能であることを明確に示
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す。 

  エ 指定管理料の上限額 

事業規模を示すために、運営経費の実績、業務の増減見込み、将来的な事業の考え

方、指定管理料の上限額として示す債務負担行為額の積算内訳その他申請を検討する

者の参考となる情報を提供する。 

  オ 経理の方法 

    施設ごとに収支及びその明細を明らかにする必要があること、指定管理業務と自

主事業との経理を明確に区分することが必要であることを示した上で、利用料金を

含む指定管理者の収入から経費を差し引いた剰余金については、指定管理者が任意

に処分できる旨併せて示す。 

  カ リスクの分担 

    金利変動、物価上昇、修繕工事その他のリスクについて、その種類及び県と指定

管理者の分担を「リスク分担表」(標準例別添１のとおり)として示す。 

  キ 失格事項 

申請日の時点において、県内に事務所又は事業所を有しないものは、原則失格と

する（競争が成立しない可能性が高い場合その他の合理的な理由がある場合を除

く。）ほか、別添２失格事項のいずれかに該当する申請者は、失格となる旨明確に示

す。 

  ク 再委託に関する事項 

指定管理者がその業務の全部の再委託はできないこと、また、再委託できる業務

とできない業務を具体的に示し、再委託は事前の県の承認がある場合のみ可能であ

ること、事前承認にあたっては指定管理者が業務名、業務内容、委託先、委託に係

る予算額、委託予定期間、委託先選定方法とその考え方を記載した委託予定業務一

覧表を県に提出し、再委託業務内容等の確認を受ける必要があること、再委託を行

った場合は事後にその実績の報告が必要であることを明示する。 

なお、再委託先は、県内に事務所又は事業所を有するものであることを原則とす

るほか、別添２失格事項に該当しないことを要するものとする。 

  ケ 管理を要する物品の所有権及び引継ぎに関する事項 

指定管理者が、指定管理者としての業務に必要な備品等を調達した場合、その所

有権等は原則として県に帰属することを明示する。 

また、県が所有する物品については、協定書に物品一覧表を添付することにより 

特定すること、所管課室と指定管理者で台帳を備え、個々の物品ごとに管理番号を 

付して適正に管理することを明示する。 

指定期間の終了時の物品の引継ぎ時には、原則として、所管課室、現在の指定管 

理者、次期指定管理者の三者立ち合いのもとで実施する。 

コ 法令等の遵守 

指定管理者が施設の管理を遂行する上で、遵守すべき法令等を明示し、特に次に

示すものについては、必ず明示する。 

( ア) 法及びその施行令 

( イ) 個別条例及びその個別条例に基づく規則 

( ウ) 労働基準法(昭和 22 年法律第 49号)その他の労働及び社会保険関連法令 

( エ) 和歌山県情報公開条例(平成 13 年和歌山県条例第２号) 
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(オ)  個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57 号）及び和歌山県個人情報

の保護に関する法律施行条例(令和４年和歌山県条例第 38 号) 

( カ) 和歌山県暴力団排除条例(平成 23年和歌山県条例第 23 号。以下「暴排条例」と

いう。) 

  サ 人権研修の実施 

    指定管理者は、県の施設の管理者であることから、和歌山県人権施策推進基本方

針（第二次改定版）(平成 27 年 2 月改定)に基づき、自らの人権意識を高め、常に人

権尊重の視点に立って業務を遂行することが重要であり、そのための研修を実施し

なければならない旨明示する。 

  シ 審査基準等 

別添３審査基準等標準例に基づき次の事項を設定する。 

   ( ア) 審査項目及び個別点 

   ( イ) 最低基準点(審査基準又は審査項目ごとに最低基準点を設ける場合は、当該審査

基準又は審査項目の最低基準点を含む。) 

  ス 審査にかかる予定 

選定委員会の開催、選定結果の公表、指定議案の議決、指定管理者の指定、指定

管理者との協定締結及び指定管理者による管理開始までの予定を示す。 

  セ 申請に必要な書類 

次のものが想定される。 

   (ア) 指定申請書 

   (イ) 事業計画書 

   (ウ) 仕様業務の履行可能性についてのチェック表 

   (エ) 定款もしくは寄付行為(法人でない団体にあってはこれに類する書類) 

   (オ) 登記事項証明もしくはこれに類する書類 

   (カ) 財産目録、賃借対照表、損益計算書及び利益処分計算書 

   (キ) 役員の名簿及び履歴書 

   (ク) 消費税及び地方消費税について未納がないことの証明書 

   (ケ) 都道府県税にかかる徴収金について未納の徴収金がないことの証明書 

   (コ) 誓約書 

   (サ) 別添３審査基準等標準例の審査基準５の②に該当がある場合は次の書類 

なお、提出は、ａ及びｂ又はａ、ｃ及びｄとし、前者によることができる場合

は後者によることはできない。 

ａ 障害者雇用状況調書 

ｂ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則(昭和 51 年労働省令第 38号。以

下「障害者雇用促進法規則」という。)第８条に規定する障害者雇用状況報告書

の写し 

ｃ 雇用保険法施行規則(昭和 50年労働省令第３号)第９条第１項に規定する雇用

保険被保険者資格取得確認通知書(当該常時雇用する労働者である障害者にか

かるもの)の写し 

ｄ 当該常時雇用する労働者である障害者が交付を受けた身体障害者福祉法(昭

和 24 年法律第2 8 3号)第４条に規定される身体障害者手帳、「療育手帳制度に

ついて」(昭和 48 年９月 27 日厚生省発児第1 5 6号厚生事務次官通知)に基づく
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療育手帳(相当する手帳を含む。)、障害者雇用促進法規則第１条の２に規定す

る知的障害者判定機関が発行した判定書、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律(昭和 25 年法律第1 2 3号)第 45 条に規定される精神保健福祉手帳又は医

師の診断書(疾患名が統合失調症、そううつ病、そう病、うつ病又はてんかんで

ある場合に限る。)の写し 

(シ) 別添３審査基準等標準例の審査基準５の③に該当がある場合は次の書類 

ａ 物品等調達状況調書 

ｂ 領収証その他の支払日、支払先である障害者就労施設等の名称及び支払金額

がわかる書類の写し 

ソ 申請にかかる質問の方法及び当該質問に対する回答の方法 

  いずれも明示する。 

なお、透明性及び公平性の確保の観点から、質問及び回答は公表することが望ま

しい。 

  タ 申請の方法及び受付期間 

   (ア) 申請の方法は、指定して明示する。 

   (イ) 申請の受付期間は、２週間以上を確保する。 

  チ 施設の特性に応じた指標（ＫＰＩ）の設定に関する事項 

公募により指定管理者候補者を定める施設については、施設の種類や設置目的に 

   応じた適切な目標指標（ＫＰＩ（重要業績評価指標））を設定の上、申請者から当 

該指標に係る達成目標値の提案を求めることとし、事業計画書にその記載欄を設け 

ることを明示する。（公募によらず指定管理者施設を定める施設についても、可能 

な限り、同指標の設定を検討するものとする。） 

その際、目標指標として、施設の利用者数や稼働率、利用者満足率、収入額、イ

ベント開催回数など定量的な指標とする。 

また、管理開始後において、指定管理者は、毎年度、県に提出する事業計画書に、

目標指標達成に向けて当該年度に実施する年度計画を記載することを明示する。 

なお、目標指標の達成状況や未達成の場合の改善策等については、４（２）アの

モニタリングの対象とし、県ホームページにおいて公表する旨を明示する。 

ツ サービス向上や管理運営経費の削減に関する事項 

公募により指定管理者候補者を定める施設については、利用者の利便性向上など

の一層のサービス向上のための取組方策（キャッシュレス決済の導入など）や、管

理運営経費の削減策の提案を求めることとし、事業計画書にその記載欄を設けるこ

とを明示する。（公募によらず指定管理者施設を定める施設についても、可能な限

り、上記取組方策等を検討するものとする。） 

テ 危機管理マニュアルの作成に関する事項 

利用者の安全を確保するため、災害や事故等の緊急時に、適切かつ円滑な対応が

できるよう、緊急時の通報連絡体制の確立や対応方法を定めた危機管理マニュアル

を作成することを明示する。 

想定される危機事象に合わせ、具体的で分かりやすいものを作成し、関係者間で

共有するとともに、定期的に訓練等を実施する旨を明示する。 

 ( ５) 指定管理者候補者の選定 

  ア 指定管理者候補者は、選定委員会の審査を経て決定する。 
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  イ 選定委員会は、外部の複数の有識者で構成する。 

  ウ 申請者と利害関係を有する委員は、当該施設の指定管理者候補者の審査に参加す

ることはできない。 

  エ 指定管理者候補者が決定するまでは、委員の氏名、役職、選定委員会における審

査結果その他選定委員会に関する事項(以下「委員名等」という。)は公開しない。 

なお、指定管理者候補者が決定次第、委員名等は公表するものとし、予めその旨

を各委員に説明し、了解を得る。 

  オ 指定管理者候補者の選定については、選定における経過の説明責任を果たすため、

各種証拠書類を保管することはもちろん、選定の経過については十分に記録を取る。 

 ( ６) 選定結果の通知及び公表 

  ア 申請者全員に選定結果を通知するとともに、他の選定に影響のない範囲で、次の

事項を報道機関へ資料提供を行うとともに、県ホームページにより公表する。 

   ( ア) 選定された指定管理者候補者の名称、所在地及び代表者 

   ( イ) 申請者ごとの得点 

   ( ウ) 選定委員会の委員の氏名及び役職 

  イ 公募によらず指定管理者候補者を定める施設についても、次の事項を報道機関へ

資料提供を行うとともに、県ホームページにより公表する。 

   ( ア) 指定管理者候補者の名称、所在地及び代表者 

   ( イ) 前記( ア)を指定管理者候補者として選定した理由 

 ( ７) 指定 

  ア 議決事項 

指定管理者候補者の選定後、県議会に指定議案を提出する。その際、指定議案に

おいて次の事項を明示する。 

   ( ア) 指定管理者に管理を行わせようとする施設の名称 

   ( イ) 指定管理者となる団体の名称 

   ( ウ) 指定の期間 

  イ 指定の手続 

   ( ア) 指定議案の議決後、指定管理者候補者を指定管理者として指定した旨通知する。 

   ( イ) 前記( ア)の指定については県報に登載して公告する。 

   ( ウ) 前記( イ)の公告が行われた日以降に遅滞なく、指定管理者と協定書を締結する。 

 ( ８) 協定書で定める事項 

   指定管理者との間において締結する協定書においては、募集要項に定める条件に基

づき、次の事項を必ず明記する。 

  ア 協定の目的 

  イ 用語の定義 

  ウ 施設の設置目的及び概要 

  エ 管理の基準 

  オ 業務の範囲及びその要求水準 

  カ 指定管理料（年度ごとに定め、消費税及び地方消費税の額を明示する。） 

  キ 経理の方法 

  ク リスクの分担 

  ケ 再委託 



  9/19 

  コ 管理を要する備品等の所有権及び引継ぎ 

  サ 法令等の遵守 

  シ 人権研修 

  ス 現在の指定管理者からの引継 

セ 施設の特性に応じた指標（ＫＰＩ）の設定に関する事項 

  ソ サービス向上や管理運営経費の削減に関する事項 

  タ 危機管理マニュアルの作成に関する事項 

  チ 事業報告書記載事項 

  ツ 指定の取消その他監督 

  テ 施設や設備の原状回復の義務 

ト 協定に係る疑義解釈(協定に定めのない場合並びに業務の内容及び処理に疑義が

発生した場合は県と協議を行うことを含む。) 

 

４ 施設の適正な運営の確保(指定管理者に対する監督) 

( １) 事業報告書の提出(法第2 4 4条の２第７項) 

ア 事業報告書記載内容 

指定管理者が、毎年度終了後に提出する事業報告書の記載内容は、規則に定める

もののほか次のとおりとする。 

   (ア ) 施設及び指定管理者の状況 

施設・設備の保守点検や修繕の状況、管理運営体制等 

   (イ ) 業務及び利用の状況 

指定管理業務・自主事業の実施状況、施設の利用状況等 

特に利用状況については、施設の特性に応じて、利用者や利用団体の属性、利

用時間区分ごとの稼働率などの提出を指定管理者に求めるものとする。 

   (ウ ) 収支の状況 

     収支・支出の項目ごとの決算の状況 

指定管理業務に係る経理と自主事業に係る経理を区分する。 

また、人件費など指定管理業務と自主事業を明確に区分できない支出がある場

合には、収入比率、業務量、従事時間等の割合など合理的と考えられる割合によ

り按分し、算出根拠を明らかにする。 

   (エ ) 利用者アンケートの状況 

     利用者アンケートの内容及び対応状況等 

   (オ ) その他必要と認められる事項 

再委託の実績、施設の特性に応じた指標（ＫＰＩ）の達成状況に関する事項、 

サービス向上や管理運営経費削減の取組状況、各種研修の実施状況等 

なお、毎年度終了後に提出される事業報告書に関わらず、定期的に報告を求める

場合は、その内容及び時期について予め協定書で定める。 

  イ 事業報告書提出時期 

    規則に規定する期限内のできるだけ早い時期とする。 

(２ ) モニタリングの実施、報告の要求、実地における調査及び指示(法第2 4 4条の２第

10 項) 

  ア モニタリングの実施 



  10/19 

所管課室は、制度の導入又は更新から１年を経過した施設を対象に、事業報告書

の内容を精査した上で、毎年度、指定管理者の管理運営状況について点検及び評価

(以下「モニタリング」という。)を行う。 

  イ 報告の要求及び実地における調査(以下「調査等」という。) 

所管課室は、モニタリングの結果、管理に支障が生じる問題があると判断する場

合は、調査等を行う。 

また、施設の適正な運営確保のため、少なくとも年１回以上は、事業計画や協定

書に基づき管理運営業務が適切に実施されているか、会計処理が適切に行われてい

るか等について、実地調査を行う。 

実地調査の際には、適切な実施に資するよう、別添４実地調査マニュアルを活用

する。 

ウ 指示 

前記イの結果、必要な場合は、履行期限を定めて必要な指示を行う。 

エ 公表 

モニタリングの結果は、県ホームページにおいて公表する。 

 (３) 施設・設備の点検 

建築基準法、消防法、電気事業法その他関係法令に基づく施設・設備の点検を適切

に実施し、不備が発見された場合には、所管課室に対して直ちに報告することを指定

管理者に徹底する。 

 (４) 指定の取消(法第2 4 4条の２第 11 項) 

 次のいずれかに該当する場合には指定を取り消すことができる。ただし、当該施設

の利用状況その他の状況を考慮し、指定の取消に代えて業務の全部又は一部の停止を

命じることができる。 

  ア 指定管理者が前記( ２)ウの指示に従わない場合 

イ 指定管理者が調査等を正当な理由無く拒否した場合又は調査等において虚偽の報

告を行った場合 

ウ 指定管理者が別添２失格事項のいずれかに該当した場合(管理能力を喪失したと

認められる事項に限る。) 

エ 指定管理者が、指定の返上(指定管理者が県に対して指定の解除を求めることをい

う。)を行った場合 

オ その他当該指定管理者による管理の継続が天災その他の事情により不可能又は適

当でないと認められる場合 

 (５) 監査 

指定管理者に行わせている当該管理の業務に係る出納その他の業務の執行について

は、次のいずれの監査も対象となる。 

ア 監査委員による監査 

イ 包括外部監査人による監査 

ウ 個別外部監査人による監査 

 

５ その他 

 (１ ) 団体性 

   法人でない団体は、次の事項を定めた規約の存在を要する。 
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  ア 代表者 

  イ 多数決による意思決定 

ウ 構成員(構成員が変更してもなお当該団体が存続する旨の規定を含む。) 

エ 構成員から独立した会計の存在 

 (２ ) 複数の団体からなる団体(以下「コンソーシアム」という。)の取扱い 

  ア コンソーシアムも団体であるため、前記(１)の要件を充足しなければならない。 

  イ コンソーシアムを代表する団体が、県内に事務所又は事業所を有しない場合は、

原則当該コンソーシアムを失格とし（競争が成立しない可能性が高い場合その他の

合理的な理由がある場合を除く。）、別添２失格事項については、コンソーシアム

を構成するいずれか１つの団体が該当する場合は、当該コンソーシアムを失格とす

る。 

  ウ 別添３審査基準等標準例の審査基準５①から③については、コンソーシアムを構

成する全ての団体が所定の評価基準を満たした場合に、当該コンソーシアムに所定

の点数を加点する。 

(３) 暴排条例に基づく公の施設の利用制限 

暴排条例第 11条に暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資すると認められる

ときは、使用の承認をせず、又は使用の承認を取り消すことができることを規定して

いる一方、法第2 4 4条には、施設について、「正当な理由がない利用拒否」「住民の

利用について、不当な差別的取扱」をしてはならないと定めている。 

暴排条例第 11条に基づく施設の利用制限を行うに際しては、法第2 4 4条の規定に十

分留意し、警察、所管課室、指定管理者が連携するなど適切に対応する。 

 



  12/19 

 

別添１ リスク分担標準例 

番

号 
種類 内容 

負担者 

県 

指定管理者 

全部 
限度

額付 

1 物価変動 物価上昇又は下落 
 

○ 
 

2 資金調達 資金調達不能による管理運営の中断 
 

○ 
 

金利の上昇等による資金調達費用の増加 
 

○ 
 

3 法令等変更 施設の運営管理にかかる法令等の制定又は改廃 協議 

4 税制変更 消費税（地方消費税含む。）率の変更 ○ 
  

上記以外 
 

○ 
 

5 許認可等 県が取得すべき許認可が取得又は更新されない

もの 
○ 

  

指定管理者が取得すべき許認可が取得又は更新

されないもの  
○ 

 

6 事業の内容

の変更 

県による事業内容の変更 ○ 
  

指定管理者による事業内容の変更 
 

○ 
 

7 県議会議決 議決が得られないことによる延期 
 

○ 
 

8 需要変動 需要の減少による利用料金の減収、需要の増大

による管理経費の増大  
○ 

 

9 事業の中断

又は中止 

県に帰責事由がある事業の中断・中止 ○ 
  

指定管理者に帰責事由のある事業の中断・中止 
 

○ 
 

それ以外のもの 
 

○ 
 

10 施設等の損

傷又は修繕 

指定管理者に帰責事由があるもの 
 

○ 
 

指定管理者が設置した設備及び備品 
 

○ 
 

上記以外で、法人税法施行令第 132 条に定める

資本的支出に該当するもの 
○ 

  

上記以外 
  

○※２ 

11 損害賠償 県に帰責事由の全部があるもの ○ 
  

指定管理者に帰責事由の全部があるもの 
 

○ 
 

上記以外 協議 

12 募集要項 募集要項の瑕疵による損失 ○ 
  

13 不可抗力※３ 不可抗力による施設・設備の復旧費用 ○ 
  

※１ 「リスク」とは、「事前にその影響を正確には想定できない不確実性のある事象が発

生し、その結果、被害又は損失が発生すること」とする。 
※２ １件あたりとする。 
※３ 「不可抗力」とは、風水害、地震、地滑り、落盤、落雷、火災、戦乱、内乱、テロ、

ストライキその他の特異事象とする。 
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別添２ 失格事項 

 

１ 県から法第2 4 4条の２第 11 項の規定による指定の取消を受けた日から２年を経過して

いない団体 

２ 民事再生法(平成 11 年法律第2 2 5号)第 21 条第１項又は第２項の規定による再生手続

開始の申立てをしている又はされている団体。ただし、同法第 33 条第１項の再生手続開

始の決定を受けたものであって、そのものに係る同法第1 7 4条第１項の再生計画認可の

決定が確定した場合にあっては、再生手続開始の申立てをしなかった又は申立てをなさ

れなかったものとみなす。 

３ 会社更生法(平成 14 年法律第1 5 4号)第 17 条第１項又は第２項の規定による更生手続

開始の申立て(同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更正事件

(以下「旧更正事件」という。)に係る同法による改正前の会社更生法(昭和 27年法律第1 7 2

号。以下「旧法」という。)第 30 条第１項又は第２項の規定による更生手続開始の申立

てを含む。以下「更生手続開始の申立て」という。)をしている又はされている団体。た

だし、会社更生法第 41 条第１項の更生手続開始の決定(旧更正事件にかかる旧法に基づ

く更生手続開始の決定を含む。)を受けたものについては、そのものに係る同法第1 9 9条

第１項の更生計画の認可の決定(旧更正事件に係る旧法に基づく更生計画認可の決定を

含む。)があった場合にあっては、更生手続開始の申立てをしなかった又はなされなかっ

たものとみなす。 

４ 破産法(平成 16 年法律第 75 号)第 18 条又は第 19 条の規定による破産手続開始の申立

てをしている又はされている団体 

５ 会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律(平成 17 年法律第 87 号)第 64 条の

規定による改正前の商法(明治 32 年法律第 48 号)第3 8 1条第１項(会社法の施行に伴う関

係法律の整備等に関する法律第1 0 7条の規定によりなお従前の例によることとされる場

合を含む。)の規定による整理の開始を命ぜられている団体 

６ 県が行う競争入札に関する指名停止又は資格停止の措置を受けている団体 

７ 公共の安全及び福祉を脅かすおそれがある団体 

８ 和歌山県税、消費税及び地方消費税に未納がある団体 

９ 役員等（団体の役員、顧問、相談役及び総株主の議決権の1 0 0分の５以上を有する株

主又は出資の総額の1 0 0分の５以上を出資している者（個人である者に限る。））、又は従

たる事務所等（当該団体の所在地以外の事務所又は事業所をいう。）の代表者その他団体

の運営に実質的に関与している者が、次の各号のいずれかに該当する、又は、将来にわ

たって該当しないことを確約できない団体 

 (１) 和歌山県暴力団排除条例（平成 23 年和歌山県条例第 23 号）第２条第３号に規定す

る暴力団員等（以下、単に「暴力団員等」という。）と認められるもの 

(２) 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもっ

て、和歌山県暴力団排除条例第２条第１号に規定される暴力団（以下、単に「暴力団」

という。）又は暴力団員等を利用するなどしているもの 

(３) 暴力団又は暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接的若

しくは積極的に暴力団の活動、維持運営に協力し、若しくは関与しているもの 

(４) 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているもの 

(５) 暴力団又は暴力団員等であると知りながら不当に利用するなどしているもの 
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10 役員が地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第1 6 7条の４第１項各号の規定に

該当する者である団体 

11 国、地方公共団体その他の公共団体（以下「公共機関」という。）の入札、契約その他

の業務の執行に関して、法令に違反した罪により刑が確定した者。ただし、その刑に処

せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなったものを除

く。 

12 県内の公共機関が執行する入札（指定管理者の指定を含む。）に関して、その職員に対

して脅迫的な言動をし、又はさせ、若しくは暴力を用い、又は用いさせる団体 

13 県の入札制度又は指定管理者制度に関して、虚偽の風説を流布し、若しくは偽計を用

いるなどして、その入札制度又は指定管理者制度の信用を毀損し、又は毀損させる団体 

14 前記 12 又は 13のいずれかに該当する団体となった日から１年を経過しないもの 

15 募集公告において定められた申請締切日を徒過して申請し、又は、複数の申請書を提

出し、若しくは、県の承認なく申請書等の内容を変更した団体 

16 申請書等の内容が、次のいずれかに該当すると認められた団体 

 (１) 県民の平等な利用の確保ができないもの 

 (２) 県が指定する業務について、その要求水準を満たすことができないもの 

 (３) 募集公告において定められた最低点数に満たないもの 
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別添３ 審査基準等標準例 

審査基準 配点 審査項目 個別点 

１ 県民の平等

利用の確保 

(確保されない

場合は失格) 

10 ①施設の設置目的を十分理解し、県民の平等な利用が確保

されているか 

10 

 (施設ごとに設定される審査項目) - 

計 10 

２ 施設効用の

最大限発揮 

40 ①施設運営の提案内容が、利用者の増加に資する内容とな

っているか 

15 

②利用者の意見・要望の把握手法が適切で、施設運営に反

映される内容になっているか 

10 

③施設事業の運営内容が具体的・現実的で、施設の設置目

的に資する内容となっているか 

10 

④自主事業の運営内容が魅力的かつ具体的・現実的で、施

設の効用の増進に資する内容となっているか 

5 

 (施設ごとに設定される審査項目) - 

計 40 

３ 効率的な管

理運営 

20 ①業務要求水準を超える効率的・効果的な内容となってい

るか（業務改善） 

5 

②経費の節減（取組内容・実現性） 5 

 (施設ごとに設定される審査項目) - 

小計 10 

③提案額の評価(自動計算) 10 

計(①＋②＋③) 20 

４ 管理を安定

して行う能力 

 

20 ①施設の適切な維持管理を行う内容となっているか（仕様

書に記載した業務要求水準） 

※施設毎に作成されるチェック表により履行が確保さ

れるか確認し、履行が確保されない場合は失格 

10 

②財政基盤が安定し、施設管理を効率的・効果的に行う能

力を有しているか 

10 

 (施設ごとに設定される審査項目) - 

計 20 

５ 地域・社会

貢献 

 

10 ①県内に事務所等を置いているか。 6 

②法定雇用障害者数を超過して障害者を雇用しているか。 3 

③障害者就労施設等から物品等を調達しているか。 1 

 (施設ごとに設定される審査項目) - 

計 10 

合計 100 
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(１) 審査基準１から５は、全施設共通とする。 

(２) 審査項目のうち、審査基準の１の①、４の①及び５の①から５の③は、全施設共通と

する。 

(３) 審査基準１の①及び４の①は満点か失格で評価する。 

  審査基準５の①から③は２のとおり評価する。 

(４) その他の審査項目は次のとおり５段階評価する。 

 個別点５点 個別点１０点 個別点１５点 

特に優れている。 ５ １０ １５ 

優れている。 ４ ８ １２ 

普通 ３ ６ ９ 

劣っている。 ２ ４ ６ 

特に劣っている。 １ ２ ３ 

(５) 審査項目の個別点は施設ごとに定める。 

(６) 評価上の満点は 100 点とし、最低点は 60点以上で施設ごとに定める。 

(７) 審査基準５については、審査項目数にかかわらず最大 10点の評価とする。 

(８) 提案額は次のとおり点数化する。 

評価点 ＝配点数 × 
最低提案額  

※小数点以下の端数処理は行わない。 
その者の提案額  

 

 

 

 

(１) 審査基準５の① 

募集公告日時点で、主たる事務所又は本店(当該団体の所在地を指す。

以下「主たる事務所等」という。)が県内に所在する。 

＋６点 

募集公告日時点で、当該団体の裁判上及び裁判外の一切の代理権を有す

る代理人を置く事務所(主たる事務所等を除く。)が県内に所在する。 

＋３点 

(２) 審査基準５の② 

募集公告日が属する年度の６月１日時点で、障害者の雇用の促進等に関

する法律(昭和 34年法律第 123号)第 43条第 1項に規定する法定雇用障

害者数を超えて障害者を雇用している。 

＋３点 

(３) 審査基準５の③ 

募集公告日以前１年間において、県内に所在する国等による障害者就労

施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成 24 年法律第 67

号）第２条第４項に規定する障害者就労施設等から 20 万円以上の物品

又は役務を調達している。 

＋１点 

 

 

１ 各施設共通事項 

２ 審査基準５の①から③の評価基準及び点数 
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別添４ 実地調査マニュアル 

 

１ 実地調査の目的、概要 

  公の施設の管理運営の適正を確保するため、指定管理者制度に関する和歌山県指針に

基づき実地調査を行い、各種報告書の内容や管理運営業務の状況等の確認・点検を行う

ものとする。 

  実地調査は、書類確認、原簿突合、現場視認等、指定管理者からの報告では確認でき

ない内容を中心に確認するものとする。 

２ 実地調査の実施回数 

  調査時期や回数は施設の特性を考慮して決定するものであるが、事業年度終了時期な

ど、最低年１回以上行うものとする。 

３ 実地調査の方法 

  下記実地調査チェックシート例を参考に、施設の特性、指定管理者の業務範囲に応じ、

施設所管課室において実地調査チェックシートを作成し、実地調査実施時に結果を記録

するものとする。 

  また、実地調査の結果、不適切な事例等を確認した場合は、指導・助言または改善指

示を行い、指定管理者から対応状況について報告を求めるものとする。 

 

施　設　名

指定管理者名

調査実施者職・氏名

確認方法 判定 特記事項

(1) 開館の状況 ①
開館日、開館時間等が守ら
れているか

開館の記録を確認する

①
職員が計画どおり配置され
ているか、責任体制が明確
になっているか

仕様書等で求める人員配
置、有資格者、責任者の配
置が確保されているか、シ
フト表や出勤簿で確認する

②
職員の研修を計画どおり実
施しているか

各種研修実施記録等で確
認する

③
労働基準法、最低賃金法等
の労働関係法令を遵守して
いるか

労働時間、休暇取得状況等
を確認する。また、障害者雇
用率達成のための取組状
況を確認する

(3)
各種管理記録等
の整備・保管

①
業務日誌や点検記録、整
備・修繕等の履歴は整備・
保管されているか

業務日誌、各種記録等を確
認する

①
建築基準法、消防法等法令
等に基づく保守・点検が適
切に実施されているか

日常保守管理、定期点検の
実施状況について、記録を
確認する

②
異常が認められる場合は、
修繕等の対応が適切に実
施されているか

県や関係機関への報告・協
議、修繕等の対応策などを
確認する

１
　
適
正
な
管
理
運
営
の
確
保
の
状
況

対応者職・氏名

点検項目 確認内容

(2) 人員の体制

(4)
施設・設備の保
守点検

実地調査チェックリスト例

（　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　）

実地調査実施日

「◯×」もしくは
「◯△×」「Ａ～Ｄ」

等の段階方式など
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確認方法 判定 特記事項

①
仕様書等に定められたとお
りに実施されているか

清掃の実施状況について、
記録を確認する

②
目に見える汚れがないか、
消耗品の補充等が適切に
行われているか

施設内全体を目視で確認す
る

①
仕様書等に定められたとお
りに実施されているか

警備の実施状況について、
記録を確認する

②
鍵の管理方法が明確になっ
ているか

鍵の管理者、管理方法が明
確になっているか、ヒアリン
グにより確認する

(7)
植栽・樹木等の
維持管理

①
落葉や雑草の繁茂が放置さ
れておらず、美観が保持さ
れているか

植栽管理の実施状況の記
録や目視により確認する

①
台帳に記された物品が良好
な状態で揃っているか

物品台帳の記録と、物品を
目視で確認する

②
県の物品と指定管理者の物
品を区別した台帳を作って
いるか

台帳を確認する

①

管理業務を一括して委託し
ていないか、県の承認なく
管理業務の一部を委託して
いないか

再委託業務の一覧等を確
認する

②
委託先の選定方法は適切
か

支出負担行為・支出票等を
確認する

①
危機管理マニュアルを作成
し、職員に周知徹底してい
るか

連絡網や体制図が啓示もし
くは配付されているか確認
する

②
必要な訓練等を実施してい
るか

訓練の実施記録等を確認す
る

(11) 個人情報の保護 ①
協定で定める個人情報取扱
特記事項を基づき適正な措
置が講じられているか

個人情報の漏洩防止等に
ついてヒアリングで確認する

(12)
情報公開への対
応

①
情報公開に関する規程を定
めるなど適正な措置が講じ
られているか

情報公開規程や規定どおり
情報公開を行っているか確
認する

(13) 人権研修の実施 ①
協定で定める人権研修を実
施しているか

研修の実施記録等を確認す
る

点検項目

(9) 再委託の状況

(10)
緊急時（災害、事
故）の体制整備

清掃の実施状況

(6) 警備業務の状況

(8) 物品の管理

(5)

確認内容

１
　
適
正
な
管
理
運
営
の
確
保
の
状
況
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確認方法 判定 特記事項

①
利用促進・サービス向上の
ための取組が実施されてい
るか

イベントの実施、サービス向
上のための取組など、取組
内容を確認する

②
利用者や利用団体の属性
や利用区分時間ごとの稼働
率を把握しているか

利用者台帳等により確認す
る

(2) 広報活動の実施 ①
積極的に広報、ＰＲ活動を
実施しているか

広報誌やホームページ、パ
ンフレット等により、利用者
増加のための情報提供を
行っているか確認する

(3)
自主事業の適切
な実施

①
事業計画等に定められた事
業を実施しているか

ヒアリングや書類等により確
認する

①
利用者の満足度やニーズを
把握するためのアンケート
調査等を行っているか

アンケート調査や意見箱の
設置等、利用者の満足度を
把握するための取組が行わ
れているか、ヒアリングや調
査結果により確認する

②
利用者アンケート結果から
改善すべき課題を抽出し、
その対応策を講じているか

ヒアリングや記録等により確
認する

①
指標（ＫＰＩ）は達成されてい
るか

実績数値等により確認する

②
指標（ＫＰＩ）達成のための取
組が適切に実施されている
か

ヒアリングや実施記録等に
より確認する

①
指定管理業務に関する経費
とその他の経費が区分され
ているか

収支報告書等により確認す
る

②
人件費など適正に按分計上
されているか

根拠資料等により按分計算
の妥当性を確認する

③
経理は適切に行われている
か

収支報告書と帳簿、伝票と
抽出突合を行い確認する

(2)
収入増加への取
組

①
利用料増加のための取組を
行っているか

ヒアリングにより取組内容を
確認する

(3) 経費縮減の取組 ①
経費削減のための取組を
行っているか

事業計画書に定めた経費
削減の取組が行われている
か、ヒアリングや記録等によ
り確認する

点検項目 確認内容

３
管
理
経
費
の
収
支
状
況

(1)
適正な経理事務
の実施

※本リストは例であり、点検項目、確認内容等は、施設の特性、指定管理者の業務範囲に応じて、適宜具体的に設定す
る

２
　
利
用
促
進
や
サ
ー

ビ
ス
向
上
の
た
め
の
取
組
の
状
況

(1)
利用促進、サービ
ス向上の取組

(4)
利用者満足度・
ニーズの把握

(5)

施設の特性に応
じた指標（ＫＰＩ）の
達成状況、同指
標達成への取組

 


